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一口メモ                                       

   

 一会計年度内（４月１日から翌年３月31日）において、県が必要とする経費（歳出予算）を賄

うための財源を歳入予算といいます。 

 以下、収入調達方法に着目した自主財源・依存財源、及び使途の制約に着目した一般財源・特

定財源の２つの性質別の歳入予算の内訳を示します。 

〈自主財源と依存財源〉 

  自主財源及び依存財源の前年度比較及び構

成比をみると第２図、第２表及び資料３のとお

り、自主財源は前年度に比較して0.2％減の

3,768億171万6千円、依存財源は5.1％増の3,638

億5,635万9千円となり、一般会計の予算規模は

2.4％増の7,406億5,807万5千円となっています。 

 次に、構成比をみると、自主財源は全体の

50.9％、依存財源は49.1％となっています。自

主財源の主要なものは全体の34.5％を占める県

税であり、依存財源の主要なものは全体の

33.5％を占める地方交付税及び県債です。 

 なお、自主財源と依存財源の区分による歳入

予算額の推移は第３図及び資料４、資料５に示

したとおりです。 

 

第２表 自主財源と依存財源の対前年度比較（一般会計）                      （単位：千円、％） 

区 分 
令和２年度 

当初予算額(A) 

令和元年度 
６月補正後 
予算額(B) 

比 較 構成比 
増 減 
(A)-(B) 

伸び率 
(A)-(B)/(B) 

２年度 元年度 

自主財源 376,801,716 377,385,595 △583,879 △0.2 50.9 52.2 

依存財源 363,856,359 346,222,947 17,633,412 5.1 49.1 47.8 

合  計 740,658,075 723,608,542 17,049,533 2.4 100.0 100.0 

 （注）令和元年度当初予算は骨格的予算のため、６月補正後ベースで比較してあります。 

●自主財源・依存財源… 県の歳入は、一つの分類として、県税、分担金及び負担金、使用料及び手

数料などのように県が自ら賦課徴収することのできる自主財源と、地方譲与

税、地方交付税、国庫支出金などのように国から定められた額を交付されたり

割り当てられたりする依存財源とに分けることができます。 

 

(２) 歳入予算 

第２図 自主財源・依存財源の構成比 

（注）構成比は四捨五入のため合計に 

   合わない場合があります。 
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第３図 自主財源と依存財源の区分による歳入予算額の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）数値は四捨五入のため合計と合わない場合があります。 

平成23年度、平成27年度、令和元年度当初予算は骨格的予算のため、６月補正後ベースで示してあります。 

 

 

 

<一般財源と特定財源> 

一般財源及び特定財源の前年度比較及び

構成比をみると、第４図、第３表及び資料

６のとおり、一般財源は前年度に比較して 

1.3％増の5,405億1,500万円、特定財源は  

5.4％増の2,001億4,307万5千円となってい

ます。 

 次に、構成比をみると、一般財源は全体

の73.0％、特定財源は27.0％となっていま

す。 

 一般財源の主要なものは、34.5％を占め

る県税と19.0％を占める地方交付税であり、

特定財源の主要なものは、10.8％を占める

国庫支出金と10.1％を占める県債です。 

 なお、一般財源と特定財源の区分による

歳入予算額の推移は、第５図及び資料７に

示したとおりです。 

 

 

（注）構成比は四捨五入のため合計に 

   合わない場合があります。 

自主財源… 　:県税 　:その他

依存財源… 　:地方交付税 　:国庫支出金 　:県債 　:その他

第４図 一般財源・特定財源の構成比 

（一般会計当初予算） 
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第３表 一般財源と特定財源の対前年度比較（一般会計）                      （単位：千円、％） 

区 分 
令和２年度 

当初予算額(A) 

令和元年度 
６月補正後 
予算額(B) 

比 較 構成比 
増 減 
(A)-(B) 

伸び率 
(A)-(B)/(B) 

２年度 元年度 

一般財源 540,515,000 533,745,000 6,770,000 1.3 73.0 73.8 

特定財源 200,143,075 189,863,542 10,279,533 5.4 27.0 26.2 

合  計 740,658,075 723,608,542 17,049,533 2.4 100.0 100.0 

（注）県債のうち臨時財政対策債等は一般財源としています。 

   令和元年度当初予算は骨格的予算のため、６月補正後ベースで比較してあります。 

   

第５図 一般財源と特定財源の区分による歳入予算額の推移（一般会計） 

 

 

 

（注）数値は四捨五入のため合計と合わない場合があります。 

県債のうち臨時財政対策債等は一般財源としています。 

平成23年度、平成27年度、令和元年度当初予算は骨格的予算のため、６月補正後ベースで示してあります。 

 

一口メモ                                                                               

●一般財源・特定財源…県の歳入は、県税、地方譲与税、地方交付税などのようにその使途が特

定されていない一般財源と、国庫支出金、県債、使用料及び手数料など

のようにその使途が特定されている特定財源に分けることができます。 
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ア．歳入予算主要項目の内訳 

(ア) 県税 

   県税は、県の仕事を支える最も重要な収入で、地方税法等に基づき、県民の皆さんに納め

ていただく税です。 

   令和２年度の県税収入は、第４表のとおり前年度に比べ3.4％減の2,556億円を見込んでい

ます。これは、資料８のとおり、地方消費税が税率引上げの影響により増収が見込まれるも

のの、法人二税（法人県民税及び法人事業税）が税率引下げの影響や世界経済の動向により

減収が見込まれることが要因となっています。 

 

第６図 県税収入の構成比（一般会計） 

 

  県税収入の構成比をみると、第６図のと

おり、普通税が全体の99.8％、目的税が0.2％

となっています。 

 主要なものは、全体の31.2％の県民税、

23.3％の地方消費税、22.4％の事業税、11.5％

の自動車税です。 

 なお、県税収入の推移は、第７図及び資料

９、資料10に示したとおりです。 

 また、県民１人あたりの県税負担額につい

ては、第８図のとおり、県民１人あたり  

143,656円となっています。 

 

 

 

 

 

第４表 県税収入の対前年度比較（一般会計）                                （単位：千円、％） 

区 分 
令和２年度 

当初予算額(A) 
令和元年度 

当初予算額(B) 

比 較 
増 減 
(A)-(B) 

伸び率 
(A)-(B)/(B) 

普 通 税 255,128,000 264,139,000 △9,011,000 △3.4 

目 的 税 443,000 487,000 △44,000 △9.0 

合  計 255,571,000 264,626,000 △9,055,000 △3.4 

（注）構成比は、四捨五入のため合計と合わない場合があります。 
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第７図 県税収入の額の推移（一般会計） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）法人二税とは、法人県民税と法人事業税です。 

   数値は四捨五入のため合計と合わない場合があります。 

 

第８図 県民１人あたりの県税負担額（一般会計）  

                                    （単位：円） 

                     

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

一口メモ 

●「県 税」 

普通税… その収入の使い道を特定せず、県の一般経費に充てるために課される税です。 

目的税… 県の特定の経費に充てるために課される税です。 

法定外税… 法律により税目が定められていない税で、地方団体が一定の手続き、要件に従い課 

税するものです。三重県では、法定外目的税として産業廃棄物税を課税しています。 
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構成比は四捨五入のため合計と合わない場合が 

あります。 
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(イ) 地方消費税清算金 

 地方消費税清算金については、税率引上げの影響により、前年度に比べ9.0％増の758億

8,000万円を見込んでいます。 

第５表 地方消費税清算金の対前年度比較（一般会計）                        （単位：千円、％） 

区 分 
令和２年度 

当初予算額(A) 
令和元年度 

当初予算額(B) 

比 較 
増 減 
(A)-(B) 

伸び率 
(A)-(B)/(B) 

地方消費税 
清算金 

75,880,000 69,608,000 6,272,000 9.0 

 

(ウ) 地方交付税 

 国の令和２年度の地方交付税の総額は、16兆5,882億円となり、前年度当初予算計上額 

（16兆1,809億円）に比べ4,073億円、2.5％の増となっています。 

 本県の令和２年度の地方交付税は、第６表のとおり、前年度に比べ8.5%増の1,404億円を見

込んでいます。 

第６表 地方交付税の対前年度比較（一般会計）                              （単位：千円、％） 

区 分 
令和２年度 

当初予算額(A) 
令和元年度 

当初予算額(B) 

比 較 
増 減 
(A)-(B) 

伸び率 
(A)-(B)/(B) 

普通交付税 138,717,000 127,734,000 10,983,000 8.6 

特別交付税 1,721,000 1,718,000 3,000 0.2 

合   計 140,438,000 129,452,000 10,986,000 8.5 

  

(エ) 国庫支出金 

 国庫支出金の総額は、第７表のとおり、800億2,635万9千円で、歳入総額の10.8％を占め、

前年度に比べ5億8,241万2千円、0.7％の増となっています。 

 国庫支出金の内訳は、第７表のとおり、国が法令等にもとづいて負担する負担金が433億

7,843万9千円で全体の54.2％、事業奨励等のための補助金が348億8,535万7千円で同43.6％、

国の委託事業による委託金が17億6,256万3千円で同2.2％となっています。 

第７表 国庫支出金の対前年度比較（一般会計）                              （単位：千円、％） 

区 分 
令和２年度 

当初予算額(A) 
令和元年度６月
補正後予算額(B) 

比 較 

増 減 
(A)-(B) 

伸び率 
(A)-(B)/(B) 

 国庫支出金  80,026,359  79,443,947  582,412  0.7 

 国庫負担金  43,378,439  42,023,959  1,354,480  3.2 

国庫補助金  34,885,357  35,491,006  △605,649  △1.7 

委 託 金  1,762,563  1,928,982  △166,419  △8.6 

（注）令和元年度当初予算は骨格的予算のため、６月補正後ベースで比較してあります。 
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(オ) 基金繰入金 

 基金繰入金については、第８表のとおり、前年度に比べ13.3％増の166億5,039万5千円とな

っています。なお、財政調整のための基金については、不測の事態に備えるための10億円を

残し、対前年度42.7％増の106億173万円を計上しています。 

第８表 基金繰入金の対前年度比較（一般会計）                          （単位：千円、％） 

区 分 
令和２年度 

当初予算額(A) 

令和元年度 
６月補正後予算額

(B) 

比 較 
増 減 
(A)-(B) 

伸び率 
(A)-(B)/(B) 

基金繰入金 16,650,395 14,697,603 1,952,792 13.3 

（注）令和元年度当初予算は骨格的予算のため、６月補正後ベースで比較してあります。 

 

 

(カ) 県債 

   県債については、第９表及び資料11、資料12のとおり、前年度に比べ6.4％増の1,075億2,500

万円となっています。これは、国の総合経済対策を活用した防災・減災・国土強靱化の取組

などの推進に伴う公共事業費の増や、防災行政無線整備事業の増などが主な要因となってい

ます。この結果、県債への依存度は、前年度に比べ0.5％増の14.5％となっています。 

 

県債の款別構成比をみると、 

第９図のとおり、主要なものは 

土木債が全体の40.9％、地方の

一般財源の不足額に対処するた

めの臨時財政対策債が同29.2％、

総務債が同8.9％となっていま

す。 

なお、県債発行額の推移は、 

第10図で示したとおりです。 

 

  

 

 

 

第９図 県債の款別構成比 

（一般会計当初予算） 

 

 

（注）構成比は四捨五入のため合計と合わない場合があります。 
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一口メモ 

第９表 県債の対前年度比較（一般会計）                                    （単位：千円、％） 

区 分 
令和２年度 

当初予算額(A) 

令和元年度 
６月補正後 
予算額(B) 

比 較 
増 減 
(A)-(B) 

伸び率 
(A)-(B)/(B) 

県   債 107,525,000 101,011,000 6,514,000 6.4 

（注）令和元年度当初予算は骨格的予算のため、６月補正後ベースで比較してあります。 

第10図 県債発行額の推移（一般会計＋県債管理特別会計）  

 

 

 (注)令和元年度の決算額は最終補正後予算額です。 

   平成23年度、平成27年度、令和元年度当初予算は骨格的予算のため、６月補正後ベースで示してあります。 

    

 

 

●地方譲与税… 国が徴収した国税を一定の基準で地方公共団体に譲与するもので、都道府県に

譲与するものとしては特別法人事業譲与税、地方揮発油譲与税、石油ガス譲与税、

自動車重量譲与税及び森林環境譲与税などがあります。 

●地方消費税清算金… 国から各都道府県に払い込まれた地方消費税は、消費地と課税地を一致

させるため、消費に関連した基準によって都道府県間において清算を行います。

この清算による収入または支出をいいます。 

●地方交付税… 地方公共団体間の地域格差をなくし、一定の行政水準を確保できるようにする

ため、各地方公共団体ごとに標準的な基準財政需要額と基準財政収入額を算定し、

財源不足額が生じる場合に国から交付されるもので、その財源として国税のうち

所得税の33.1％（Ｈ11～：32％、Ｈ27～：33.1％）、酒税の50％（Ｈ11～：32％、

Ｈ27～：50％）、法人税の33.1％（Ｈ11：32.5％、Ｈ12～：35.8％、Ｈ19～：34％、

Ｈ27～：33.1％）、消費税の22.3％（Ｈ元～：24％、Ｈ９～：29.5％、Ｈ26～：22.3％、

Ｈ31～：20.8％、Ｒ２～：19.5％）及び地方法人税の全額が充てられています。 
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●地方特例交付金… 住宅借入金等特別税額控除、自動車税環境性能割及び軽自動車税環境性能

割の臨時的軽減に伴う減収を補てんするため、国から交付されるものです。 

●交通安全対策特別交付金… 地方公共団体の道路交通安全施設設置等のため、交通違反などの

反則金を財源に、交通事故件数と人口集中地区人口等を基準として国から交付さ

れるものです。 

●分担金及び負担金… 県が行う事業で特に利益を受ける人から、その受益の限度において法令

などの規定に基づき徴収するものです。 

●使用料及び手数料… 県の施設や行政サービスを利用する人から、それに要する経費の全部又

は一部を負担してもらうもので、県立高等学校授業料や各種許可証交付手数料な

どがあります。 

●国庫支出金… 県が行う事務事業の経費の全部又は一部を国が支出するもので、その性質によ

って次の三つに分けられます。 

  国庫負担金：義務教育や生活保護など、国と地方公共団体が共同責任をもって行わなければ

ならない事業について国が全部又は一部の経費を負担するものです。 

  国庫補助金：国が費用の一部又は全部を負担して特定の事務や施設の設置を地方公共団体に

対して奨励、援助するものです。 

  国庫委託金：国会議員の選挙や国勢調査など、本来、国の行うべき事務について、国が経費

の全部を負担して地方公共団体に事業を委託するものです。 

●財 産 収 入… 県の財産を貸し付けたり売り払うことによる収入です。 

●寄 附 金… 県以外から金銭を譲り受けるものです。 

●繰 入 金… 他の会計や財政調整基金などから繰り入れるものです。 

●繰 越 金… 県の前年度の決算剰余金を受け入れるものです。 

●諸 収 入… 地方税の延滞金や預金利子など他の収入科目に含まれない収入です。 

●県   債… 県が高等学校などを建てたり、道路や河川を整備するなど、多額の費用を一時

に必要とする建設事業を行うとき、財源を確保するため、また、施設等を利用す

る将来の県民との間で負担の公平化を図るため、長期の資金借入れを行うもので

す。 

●臨時財政対策債… 地方一般財源の不足に対処するため、投資的経費以外の経費にも充てるこ 

とができるもので、地方交付税制度を通じて標準的に保障されるべき地方の一般 

財源の規模を示す各地方公共団体の基準財政需要額を基本に、団体毎に発行可能 

額が毎年算定されます。これは、地方の財源不足に対応するための地方債となっ 

ており、その元利償還金は、翌年度以降の地方交付税（基準財政需要額）に全額 

算入されます。 

●県債依存度… 歳入全体に占める県債の発行割合をいいます。 

 


